
066 067

地域貢献・地域共創型ビジネス

｜ SDGs GUNMA BUSINESS PRACTICE SDGs GUNMA BUSINESS PRACTICE ｜

14
自由に、柔軟に働ける社会を目指し

世界120ヵ国以上で快適なビジネス環境を提供します

リージャス高崎ビジネスセンター
（日本リージャス株式会社）

代　表　者：	 西岡真吾
設立年月日：	 1998 年 9 月 8 日
資　本　金：	 2 億 7,686 万 4,000 円
従 業 員 数：	 290 人

住  所：	 高崎市栄町 3-11 高崎バナーズビル 3-5F
T E L：	 027-310-3770 
Ma i l：	 Gunma.takasaki@regus.com
U R L：	 https://www.regus-office.jp/area-serch/takasaki

● 事業者紹介 ● 経緯・背景

● 具体的な取組や成果

　リージャスグループは 1989 年にベルギーで創設され、ロ
ンドン証券取引所に上場。そのネットワークは世界 120ヵ国
以上、1,100 都市を超える地域、3,300 拠点におよび、会
員数は 250 万人に上ります。日本では、1998 年の新宿パー
クタワーを最初の拠点とし事業を開始。 高品質な「リージャ
ス」ブランド、コンパクトな「オープンオフィス」のビジネス
センターを展開しています。 プロフェッショナルな人材や成
長企業が新しい発想を生み出すためのスペース「SPACES」
も立ち上げ、多くの人々に快適なビジネス環境を提供してい
ます。

　現代社会では、多種多様な働き方が存在しています。サ
テライトオフィスの活用により従来よりも自由に、柔軟に働
ける社会を目指し、世界各地でサテライトオフィスを展開し
ています。 全国各地、全世界で充実した仕事環境の整って
いるサテライトオフィスを展開することで、働き方のサポート、
起業支援を行うことで雇用維持、経済の活性化、ワークラ
イフバランスの向上を目指しています。「好きな場所」で暮
らしつつ「やりたいこと」もできるよう、ビジネスの世界で
活躍する人々の充実した暮らし、働き方をサポートします。

　サテライトオフィス活用による、「働きがい」の追求、「新
しい働き方」によるワークライフバランスの向上、自分の好
きな場所、働きたい場所で仕事ができることによる働きがい
の追求など、場所を選ばない柔軟な働き方を行うことはワー
クライフバランスの向上に繋がります。サテライトオフィスの
活用による企業誘致、県外企業参入の促進による地域経済
活性化への取組を行い、テレワーク促進活動によるワーク
ライフバランスの向上、サテライトオフィス、コワーキング
スペース、共有ビジネスラウンジスペースの活用によるテレ
ワークの推進を行っています。

　経済成長を通し完全雇用を目指すために、働き
がいの追求や新しい働き方によるワークライフバラ
ンスを、人間軸で改善することが重要な点だと考
えます。 テレワークの浸透で自分の好きな仕事を
好きな場所でできるようになり、一人ひとりが働き
がいを持ってワークライフバランスの向上を目指し
ます。

　企業誘致やサテライトオフィスの活用によるテレ
ワークの推進活動をさらに強化し、ワークライフバ
ランスの向上に努めます。また、サテライトオフィ
スの利用者同士によるコミュニケーションからビジ
ネスの創出の機会を増やし、バーチャルオフィス、
コワーキングスペースの活用による起業を支援しま
す。

　その結果、県外企業から高崎市への支店出店についての
相談件数が増加。利用者同士で交流の場を設け、ビジネス
チャンスの創出機会を増やし、高崎市内のビジネス活性化
に貢献しています。また、群馬県が推進するテレワークにつ
いて、ウェブサイトで弊社オフィスを掲載。 弊社のオフィス
やビジネスラウンジの使用者から意見を募り、テレワーカー
の人々の意見を提供し、テレワーカー同士の交流の場を広
げています。コロナ禍において在宅勤務になった人に、群
馬県内で快適に働けるオフィスの提供を行っています。

個室オフィス、半個室オフィス、貸し会議室、コワーキングスペース
サテライトオフィスは全国どこででもビジネスマッチングを可能にします

新しい働き方の提案で
ワークライフバランスを改善

サテライトオフィス利用者の
ビジネスチャンスを支援

当社にとっての SDGs ビジョン 今後の展望と求めるパートナー像
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